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第１ 計画の趣旨 

 

１ 本計画は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成 10

年法律第 114号、以下「法」という。）第 11条第１項及び「予防接種法」（昭和 23年

法律第 68 号）第４条第１項に規定する「結核に関する特定感染症予防指針」（平成

19 年厚生労働省告示第 72 号、以下「予防指針」という。）に基づき、結核予防のた

めの総合的な施策の推進を図ることを目的として策定する計画である。 

 

２ 本県の結核に係る施策は、「岩手県感染症予防計画」（平成 11 年９月策定、令和６

年３月改定）、「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」（平成 11年

厚生省告示第 115号）及び予防指針を踏まえ、本計画に基づき総合的に推進するもの

とする。 

 

３ 本計画は、本計画に掲げられた施策及びその目標値の達成状況、結核発生動向等状

況の定期的な検証及び評価を踏まえ、概ね５年ごとに再検討を加え、必要があると認

めるときはこれを見直ししていくものとする。 

 

４ 本計画の策定又は見直しについては、あらかじめ、県民、市町村及び学識経験者並

びに診療に関する学識経験者の団体の意見を聴取し、本県の実情を踏まえて行う。 
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第２ 本県の結核の現状と課題 
 

１ 結核患者の発生状況等     

(１) 結核り患率の推移 

・１年間に結核を発症した患者数を人口 10 万人対で示した数値を結核り患率（以

下「り患率」という。）といい、その数は中長期的には減少傾向が続き、令和５

年は全国 8.1に対して岩手県は 3.6と低くなっている(図１)。 

・本県のり患率は、平成 13 年に 20 を切った以降、10 前後で上下を繰り返してい

たが、平成 26年以降は減少傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 年齢階級別り患率と新登録結核患者の年齢別割合（令和５年） 

・年齢階級別り患率は、年齢階級が上がるにつれて高くなっているが、岩手県で

はすべての年齢階級で全国を下回っている（図２）。 

・新登録結核患者の年齢階級別割合は、全国に比較して 80 歳以上の割合が高く、

令和５年には、全国 42.9に対し、本県は 50.0％となっている（図３）。 

・高齢者の結核が比較的多く、社会福祉施設等における集団感染の発生も懸念さ

れることから、県は、高齢者の結核について啓発する必要がある。 

・高齢者は、何らかの基礎疾患（悪性腫瘍、慢性腎不全、糖尿病、認知症等）を

有する者が多く、合併症に対する治療も含めた複合的な治療を提供する体制を

構築する必要がある。 
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２ 結核の予防対策           

(１) 定期の健康診断（法第 53条の２） 

・法第 53条の２の規定に基づく定期の健康診断（以下「定期健診」という。）の実

施義務者別受診率は、それぞれ横ばい傾向であるが、一般住民の受診率は、30％

前後で推移し、他の実施義務者に比べて低くなっている（図４）。 

・定期健診は、効率的に実施することが重要であり、65 歳以上の者が対象となっ

ている一般住民の受診率の向上を図る必要がある。 
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表１　新登録肺結核中培養検査結果把握割合

H30 R1 R2 R3 R4 平均
※

岩手県（％） 84.5 84.5 85.5 64.0 76.6 79.0

全国（％） 90.7 86.6 83.2 79.9 81.3 84.3

※H30からR4の平均

(２) 接触者健康診断（法第 17条） 

・法第 17条の規定に基づく結核に係る健康診断（以下「接触者健診」という。）は、

保健所がリンパ球の菌特異たん白刺激によるインターフェロンγ遊離試験（ＩＧ

ＲＡ、以下「ＩＧＲＡ」という。）を活用しながら実施している。 

・引き続き、接触者健診の対象者を適切に選定し、必要かつ合理的な範囲について

人権を尊重しながら積極的かつ的確に実施する必要がある。 

(３) 予防接種 

・令和元年から令和５年の５年間に小児結核で登録された者（５～９歳）は０名で

あった。 

・ＢＣＧ接種は、定期接種の対象（予防接種法施行令第１条の３）とされており、

小児結核の発症予防、特に重症化予防に効果があることから、適切な時期の接種

を促進していく必要がある。 

(４) 結核発生動向調査（サーベイランス）  

・平成 30年から令和４年に届出のあった結核発生届の 95.8％が、診断日当日に医

師から保健所に届出されている。 

・新登録肺結核中培養検査結果把握割合は、平成 30年の 84.5％から令和４年には

76.6％に減少し、全国５年平均の 84.3％を下回っている（表１）。 

・患者から検出された結核菌の解析（以下「病原体サーベイランス」という。）は、

平成 27 年３月に策定した「岩手県結核菌分子疫学調査実施要領」に基づいて行

われている。 

・医師は、結核を診断したときは直ちに届け出るとともに、保健所は、医療機関と

連携を図りながら、病状や菌検査の結果把握に努め、登録データの精度向上に努

める必要がある。 

・県は、薬剤感受性検査及び分子疫学的手法（結核菌の遺伝子を型別し解析するこ

と）からなる病原体サーベイランスの推進に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

(５) 施設内（院内）感染対策 

・本県においては、平成 30 年から令和４年までに社会福祉施設、医療機関等にお

いて１件の集団感染事例が報告されている。 

・県は、医療機関、社会福祉施設、学校等に結核に関する情報を適切に提供すると

ともに、これらの施設の管理者は、集団感染の発生防止に努める必要がある。 

・高齢者が利用する社会福祉施設、医療機関等の管理者は、高齢者の結核が多いこ

とに留意しながら、早期発見に努める必要がある。 
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(６) 普及啓発 

・県は、県民が結核について正しい知識を持つように、毎年９月 24日から 30日の

結核予防週間を中心に普及啓発を実施している。 

・県民は、結核について正しい知識を持つことが望まれる。 

 

３ 結核医療    

(１) 医療提供体制 

・本県の結核病床を有する医療機関は、９ヶ所（91 床）となっている。 

 

【結核病床を有する医療機関】 

二次医療圏 医療機関名 病床数 

盛岡 独立行政法人国立病院機構 

盛岡医療センター 

10床 

特定医療法人 

盛岡つなぎ温泉病院 

２床 

岩手中部 岩手県立中部病院 20床 

胆江 岩手県立胆沢病院 ９床 

岩手県立江刺病院 15床 

両磐 岩手県立磐井病院 10床 

気仙 岩手県立大船渡病院 10床 

宮古 岩手県立宮古病院 10床 

二戸 岩手県立二戸病院 ５床 

合計 91床 

（参考）基準病床数 23床（令和６年３月現在） 

 

・結核患者が減少傾向にある中で、病床利用率が著しく低くなっており、患者の利

便性、再興感染症としての結核対策等を考慮しながら、適正な病床数を確保する

必要がある。 

  ・新型コロナウイルス感染症拡大期には、独立行政法人国立病院機構盛岡医療セン 

ターに結核患者を集約し、県内の結核病床を新型コロナウイルス感染症患者の入

院に使用したが、結核患者が入院できなかった事案は発生しなかった。 

・結核医療に従事する医師が減少し、また、結核患者の減少によって結核患者に関

する診療経験も減少していることから、結核医療を行う専門医の人材養成に努め

るほか、一般医療機関の医師においても結核医療に携わることができるような体

制が必要である。 

・高齢の結核患者の割合が多いことから、結核患者の高齢化等に伴って複雑化す

る、高度な合併症を有する結核患者に対して、医療上の必要性から、一般病床

において収容治療に対応できる医療体制を整備する必要がある。 

 

(２) 標準治療  

・標準的治療方式は、「結核医療の基準（平成 21 年厚生労働省告示第 16 号）」に

示されており、結核の化学療法は、患者の結核菌が感受性を有する抗結核薬を ３
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剤又は ４ 剤併用して使用し、副作用の発現に十分注意し、患者の年齢、体重等

の条件を考慮して、適切な種類及び使用法を決定するとされている。 

・本県における 80 歳未満の初回治療患者に対するＰＺＡを含む標準治療の実施割

合は、平成 30年以降、84.4％から 96.2％で推移し、全国平均の 82.8％より高く

なっている（表２）。 

・基準による治療が提供されない場合には、多剤耐性結核の発生要因となるため、

適切な医療の普及及び提供を促進する必要がある。 

 
 

 

 

 

 

 

(３) 治療成績 

・治療成績は、喀痰塗抹陽性結核患者を対象としてコホート分析法による評価を行

ったもので、本県の治療失敗・脱落中断割合は、令和３年は０％となっている（表

３）。 

・全ての保健所は、服薬確認を軸とした患者支援（直接服薬確認療法。医療従事者

や保健師等が、患者の服薬状況を確認し、治療の成功を目指し支援すること。以

下「ＤＯＴＳ」という。）に取り組んでいる。 

・治療成功率の一層の向上を図るためには、確実な服薬が必要であり、医療機関と

保健所を中心とした地域の連携による確実な服薬支援の充実が必要である。 
 

 

 

 

 

 

 

(４) 有症状受診 

・新登録患者のうち、医療機関において結核が発見される割合は、令和元年から令

和５年の合計で 80.9％となっている（表４）。 

・症状を訴えてから医療機関を受診（初診）するまでに２か月以上要している者（受

診の遅れ）の割合は平成 30年以降の５年間の平均が 27.7%（表５）、受診から診

断までの期間が１ヶ月以上を要している者（診断の遅れ）は、平成 30 年以降の

５年間の平均が 21.1%と、いずれも全国平均を上回っている（表６）。 

・結核菌の培養検査には長期間を要するため、受診から診断まで１ヶ月以上要して

いる場合であっても、必ずしも医師が結核を疑わなかったことに起因するもので

表２　新登録全結核80歳未満のＰＺＡを含む標準治療の実施割合

H30 R1 R2 R3 R4 平均
※

岩手県（％） 84.4 89.8 83.3 79.3 96.2 86.6

全国（％） 82.8 84.5 82.4 82.3 81.8 82.8

※H30からR4の平均

表３　喀痰塗抹陽性肺結核患者の治療失敗・脱落中断割合

H29 H30 R1 R2 R3 平均
※

岩手県（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全国（％） 0.7 0.6 0.6 0.7 0.5 0.6

※H29からR3の平均



7 
 

はないが、結核の早期診断や重症化予防を図るため、有症状受診の必要性を啓発

するとともに、医療機関等は早期発見に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

４ その他 

(１) 調査研究 

・保健所は、地域の結核対策の拠点として、結核の感染源・感染経路の特定等に取

り組んでいる。 

・保健所は、地域の結核対策の質を向上させるために、県環境保健研究センターと

連携しながら、疫学的な調査や研究に取り組む必要がある。 

(２) 人材の養成 

・県は、公益財団法人結核予防会結核研究所（以下「結核研究所」という。）、日本

結核病学会等が主催する研修会等に保健所等の職員を派遣している。 

・保健所や結核病床を有する医療機関は、地域の医療機関や社会福祉施設等の職員

表５　受診の遅れ（発病～初診が2ヶ月以上の割合）

H30 R1 R2 R3 R4 平均
※

岩手県（％） 27.3 21.7 21.7 28.6 39.1 27.7

全国（％） 18.7 19.2 17.1 18.1 16.6 17.9

※H30からR4の平均

表６　診断の遅れ（初診～診断が1ヶ月以上の割合）

H30 R1 R2 R3 R4 平均
※

岩手県（％） 23.5 20.5 8.1 16.7 36.7 21.1

全国（％） 21.0 20.7 19.9 22.9 19.9 20.9

※H30からR4の平均

表４　岩手県における新登録患者の発見方法別割合

登録患者数（％）

R1 R2 R3 R4 R5 合計

総数 83 (100) 74 (100) 61 (100) 60 (100) 42 (100) 320 (100)

個別健康診断 0 (0.0) 1 (1.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (2.4) 2 (0.6)

定期健診 10 (12.0) 10 (13.5) 8 (13.1) 7 (11.7) 4 (9.5) 39 (12.2)

接触者健診 4 (4.8) 3 (4.1) 3 (4.9) 3 (5.0) 1 (2.4) 14 (4.4)

その他の集団健診 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.6) 1 (1.7) 1 (2.4) 3 (0.9)

登録中の健康診断 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (1.7) 0 (0.0) 1 (0.3)

医療機関 68 (81.9) 60 (81.1) 49 (80.3) 48 (80.0) 34 (81.0) 259 (80.9)

受診 55 (66.3) 40 (54.1) 31 (50.8) 28 (46.7) 24 (57.1) 178 (55.6)

他疾患入院中 6 (7.2) 6 (8.1) 13 (21.3) 14 (23.3) 6 (14.3) 45 (14.1)

他疾患通院中 7 (8.4) 14 (18.9) 5 (8.2) 6 (10.0) 4 (9.5) 36 (11.3)

その他 1 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (2.4) 2 (0.6)

不明 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
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を対象とした研修会を年数回開催している。 

・県は、積極的に職員を研修会等に派遣し、人材の養成に努める必要がある。 
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第３ 結核予防推進の目指す姿及び基本方針 

 

１ 目指す姿 

外務省、厚生労働省、独立行政法人国際協力機構、公益財団法人結核予防会、スト

ップ結核パートナーシップ日本の５者は、令和３年に「ストップ結核ジャパンアクシ

ョンプラン」（以下、「ジャパンアクションプラン」という。）を改定し、令和７年に

罹患率７、令和 17年には罹患率２以下とすることを目指すこととしている。 

本県の結核対策については、ジャパンアクションプランで示された目標を目指すこ

ととし、令和５年に罹患率が 3.6と７以下であるため、2035年（令和 17年）の目標

を２以下と設定する。 

 

２ 基本方針 

本県における結核の現状と課題を踏まえ、次の基本方針により事前対応型の取組を

推進する。 

(１) 予防対策の重点化         

発症のリスク等に応じた効率的な定期健診、初発患者の周辺の接触者健診、咳、

喀痰、微熱等の有症状時の早期受診の勧奨等により感染者の早期発見及び医療機関

や社会福祉施設等におけるまん延の防止対策に取り組む。 

特に、ＢＣＧ接種による乳幼児の重症結核の予防、高齢者やハイリスクグループ、

デインジャーグループ（第４ １（１）参照）についての早期診断等について重点

的に取り組む。 

(２) 適切な医療の提供ときめ細かな患者支援 

結核患者及び潜在性結核感染症の者に対して、病態等に応じた適切な医療を早期

に提供するため、地域医療連携体制を整備するとともに、治療完遂に向けた患者支

援等きめ細やかな個別対応を徹底する。 

(３) 人権の尊重           

結核患者の治療のための入院措置等や結核患者の接触者健診などの行政対応を

行う場合は、結核の予防と患者の人権、さらには感染を受ける可能性のある者の人

権の尊重との調和を基本とし、法の要請に基づいた適正な手続きの実施を徹底する

とともに、県民の間に結核に対する偏見や無用の恐怖が生じないよう、あらゆる機

会を通じて結核に関する正しい知識の普及啓発を図る。 
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第４ 発生の予防及びまん延の防止に関する取組 
 

１ 定期健診 

(１) 県は、健康診断実施主体に対し、高齢者、ハイリスクグループ、デインジャー

グループ等を対象とした定期健診を計画的かつ確実に実施するよう指導し、受診

率の向上を図る。 

・ハイリスクグループ：地域の実情に即した疫学的な解析により結核発病の危険が

高いとされる住民層（乳幼児、免疫不全疾患（後天性免疫不全症候群等）の患者、

治療管理不良の糖尿病患者、結核発病のリスクを高める薬剤治療（免疫抑制剤、

ＴＮＦα阻害剤等の生物学的製剤、副腎皮質ホルモン等）を受けている者、臓器

移植を受けた者、人工透析を受けている患者等） 

・デインジャーグループ：発症すると二次感染を生じやすい職業に就いている者（教

職員、保育士、医療関係者（医師、看護師、臨床検査技師、診療放射線技師等）、

保健師等） 

(２) 高齢者については、結核発症のハイリスク因子を念頭に置いて胸部エックス線

の比較読影や喀痰抗酸菌検査等の実施により健康診断を効果的に実施できるよう、

必要に応じて、主治医等への健康診断の委託等を考慮する。 

(３) 県は、病院、介護老人保健施設等の医学的管理下にある施設に収容されている

者に対しても、施設の管理者が必要に応じた健康診断を実施するよう指導・助言

を行う。 

(４) 県は、学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断が義務付けられている

施設のみならず、学習塾等の集団感染を防止する必要性の高い事業所等の従事者

に対しても、有症状時における医療機関への早期受診の勧奨、必要に応じた定期

の健康診断の実施など、施設内における集団感染対策を講ずるよう指導・助言を

行う。    

(５) 市町村は、過去数年間の受診者数、発見患者数等の地域の実情を勘案し、計画

的に定期健診を実施する。 

その際、市町村は、医療を受けていないじん肺患者、基礎疾患を有する高齢者

等に対して、結核発症のリスクに関する普及啓発と健康診断や有症状時の早期受

診勧奨の実施に努める。 

(６) 市町村は、その実情に即して当該地域において結核の発症率が高い住民層（例

えば、住所不定者、職場での健康管理が十分とはいえない労働者、海外の高まん

延地域からの入国者等が想定される。）に対する定期健診その他の結核対策を総合

的に講ずる。 

 

(７) 健康診断実施主体は、地域における高まん延国出身者等の結核の発生動向に照

らし、特に必要と認める場合には、高まん延国出身者等に対する定期の健康診断

を実施する等、特別の配慮が必要である。その際、人権の保護には十分に配慮す
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べきである。 

(８) 健康診断実施主体は、健康診断の手法として、寝たきりや胸郭の変形等の事情

により胸部エックス線検査による診断が困難な場合や、過去の結核病巣の存在に

より現時点での結核活動性評価が困難な場合等であって症状の有無や問診等によ

り必要と判断された際には、積極的に喀痰抗酸菌検査の活用を推進する。なお、

その結果を判断するに当たり、塗抹陽性は、結核菌の場合、感染性が高いことを

示すが、結核菌ではなく非結核性抗酸菌の可能性があることについて留意する。 

 

２ 接触者健診（法第 17条） 

(１) 保健所は、結核患者の発生に際して、法第 15条に基づく積極的疫学調査（以下

「積極的疫学調査」という。）を実施し、接触者健診の対象者を必要かつ合理的な

範囲で選定し、実施する。 

(２) 保健所は、接触者健診を実施する際は、ＩＧＲＡ及び分子疫学的手法を積極的

に活用する。 

（３）保健所は、接触者健診と併せて、関係者の理解と協力を得ながら、関係機関と

密接な連携を図ることにより、積極的疫学調査を実施し、感染源及び感染経路の

究明を迅速に進め、感染拡大の防止に努める。この際、特に集団感染につながる

可能性のある初発患者の発生に際しては、綿密で積極的な対応が必要である。ま

た、感染の場が管轄外にわたる場合は、関係する保健所等との密接な連携の下、

健康診断の対象者を適切に選定する。 

（４）県は、集団感染が判明した場合には、国への報告とともに、法第 16条の規定に

基づき、住民及び医療従事者に対する注意喚起を目的として、まん延を防止する

ために必要な範囲で情報を積極的に公表するものとする。その際には、個人情報

の取扱いに十分配慮をしながら、個々の事例ごとに具体的な公表範囲を検討する。 

また、結核患者等への誤解や偏見の防止のため、結核に関する正確な情報につ

いても併せて提供する。 

 

３ ＢＣＧ接種 

(１) 市町村は、小児結核の発症、特に重症化を予防するため、ＢＣＧ接種を実施す

る。その際には、予防接種法による定期のＢＣＧ接種の機会が乳児期に一度のみ

であることなど、十分な情報提供と説明を行う。併せて、ＢＣＧ接種に関する正

しい知識の普及を進め、接種の意義について住民の理解を得るよう努める。 

 

(２) 市町村は、定期のＢＣＧ接種を行うに当たっては、地域の医師会や近隣市町村

と十分な連携を図り、乳児健康診断との同時実施、医療機関での個別接種、広域

的予防接種の確保等による住民への接種機会の提供、環境整備に努める。 

(３) ＢＣＧ接種の数日後、被接種者が結核に感染している場合には、一過性の局所

反応であるコッホ現象が出現することがある。市町村は、医師がコッホ現象を診

断した場合に、保護者の同意を得て、直ちに当該被接種者が予防接種を受けた際
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の居住区域を管轄する市町村長へ報告するように周知するとともに、保健所に必

要な情報を提供する。また、当該被接種者が必要な検査等を受けられるよう医療

機関の受診を勧奨する。さらに、被接種者が適切な対応を受けられるよう、コッ

ホ現象が発現した際の適切な対応方法を医療従事者に周知するとともに、住民に

対してもコッホ現象に関する正確な情報を提供する。 

(４) 保健所及び市町村は、ＢＣＧ接種を実施する医療機関等に対し、研修会等を通

じて、接種技術、副反応等について情報提供するよう努める。 

 

４ 結核発生動向調査  

(１) 医師及び病院管理者は、法に基づく迅速な届出や入退院報告を徹底する。 

（２）県は、法に基づく届出や入退院報告、医療費公費負担申請等の結核登録者情報

に基づいた結核発生動向調査（以下「患者発生サーベイランス」という。）により、

正確で迅速な情報収集に努める。 

(３) 県は、岩手県感染症発生動向調査委員会等の定期的な開催や、結核発生動向調

査のデータ処理に従事する職員の研修等を通じて、確実な情報の把握及び処理そ

の他の精度向上に努める。 

(４) 県は、薬剤感受性検査及び分子疫学的手法からなる病原体サーベイランスの強

化に努める。 

（５）県は、結核菌が分離された全ての結核患者について、その結核菌を確保、収集

するよう努め、その検査結果を積極的疫学調査に活用するほか、発生動向の把握

及び分析並びに対策の評価に用いるよう努める。病原体サーベイランスの実施に

当たって、必要に応じて結核研究所と連携しながら行う。 

(６) 県は、患者発生サーベイランス及び病原体サーベイランスの実施に当たっては、

個人情報の取扱いに十分に配慮する。 

 

５ 施設内（院内）感染の防止 

(１) 病院等の医療機関は、院内感染対策委員会等を中心に院内感染の防止や結核患

者発生時の感染源及び感染経路調査等について、計画的に取り組む。また、実際

に実施している対策及び発生時の対応に関する取組について、必要に応じて県等

に相談・情報提供を行う。 

(２) 保健所は、病院、学校、社会福祉施設等の管理者に対して、研修会を開催する

ほか、医学的知見等を適切に情報提供するよう努める。 

(３) これらの施設の管理者にあっては、提供された情報に基づき、必要な予防措置  

を講ずるとともに、普段から生徒、施設内（院内）の患者、施設を利用している

者及び職員の健康管理等を適切かつ計画的に実施するほか、外来患者やデイケア

等を利用する通所者、および、訪問診療、訪問看護などの利用者に対しても、十

分な配慮をすることにより、結核患者が早期に発見されるよう努める。 

(４) 病院、社会福祉施設等においては、高齢者結核が決してまれではなく、高齢者

の場合、症状が無症状又は非典型的であることが多いこと、また、内因性再燃（体
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内に長年潜んでいた結核菌のために発病すること）だけではなく、外来性再感染

（いったん初感染を経験した後に、再び外から結核菌を吸い込み感染すること）

についても留意し、積極的に結核患者の早期発見、施設内感染の防止に努める。 

 

６ 小児結核対策 

県は、小児結核への個別的対応を図るため、学校、市町村、医療機関等の関係機関

と連携し、ＢＣＧ接種率の維持や接触者健診の迅速な実施、潜在性結核感染症の治療

の徹底、小児結核の診断能力の向上、小児に関する結核発生動向調査等の充実を引き

続き図る。 

 

７ 普及啓発   

(１) 県及び市町村は、県民が、結核について正しい知識を持ち、自らが感染予防に

努めることができるようにするとともに、結核患者等への差別や偏見を解消する

ため、結核に関する適切な情報の公表、正しい知識の普及を行う。 

(２) 保健所は、地域における結核対策の中核的機関として、市町村や地域住民への

情報提供や相談等を適切に行う。 

 



14 
 

第５ 結核医療の提供 

 

１ 医療の提供体制 

(１) 県は、結核患者に対する医療の提供に当たって、入院患者数を踏まえた適切な

結核病床の確保を図る。 

   結核基準病床数 23床（既存病床数 91床） 令和６年３月現在 

 

【結核病床の基準病床数】 

（平成 17年７月 19日付け健感発第 0719001号厚生労働省感染症課長通知） 

 

結核病床に係る基準病床数については、都道府県の区域ごとに結核の予防及び結核

患者に対する適正な医療の提供を図るため必要なものとして都道府県知事が定める数

とされており、算定するには、下記を参酌されるとともに、現に利用されている結核

病床の数を著しくこえないように留意することとされている。 

  

 算定式 （Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ）＋Ｅ 

 

Ａ：１日当たりの当該都道府県知事が当該都道府県における法第 19条及び第 20条の規

定に基づき入院した結核患者の数 

Ｂ：法第 19条及び第 20条の規定に基づき入院した結核患者の退院までに要する平均日   

数 

Ｃ：次に掲げる当該区域における法第 12 条第１項の規定による医師の届け出のあった

年間新規患者（確定例）発生数の区分に応じ、それぞれに定める数値 

 １ 99人以下 1.8 

  ２ 100 人以上 499人以下 1.5 

  ３ 500 人以上 1.2 

Ｄ：粟粒結核、結核性髄膜炎等の重症結核、季節変動、結核以外の患者の混入その他当

該都道府県の区域の事業に照らして１を超え 1.5以下の範囲内で都道府県知事が特

に定めた場合にあっては、当該数値 

 

※ 新型コロナウイルス感染症による結核検診受診率低下や医療機関受診の控え等

を考慮し、コロナ発生前の平成 30年度から令和４年度までの５年間の数値を使用

し算出した数。 

 

 

(２) 結核病床を有する医療機関は呼吸器内科医の配置及び新型コロナウイルス感染

症対応時に盛岡医療圏に結核患者の入院を集約した実績等を考慮し、結核患者の

入院を受け入れることが可能な医療機関に集約を行っていく。（図５） 
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【図５ 結核医療体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結核病床を集約する医療機関】 

 二次医療圏 医療機関名 

１ 盛岡 独立行政法人国立病院機構 

盛岡医療センター 

２ 特定医療法人 

盛岡つなぎ温泉病院 

３ 岩手中部 岩手県立中部病院 

４ 胆江 岩手県立胆沢病院 

 

 (３) 結核病床を有する医療機関での入院受け入れに時間を要する場合や、結核病床

を有する医療機関への搬送が困難な状態の結核患者については、二次医療圏ごと

に設置している感染症病床を活用する。 

(４) 県は、結核患者収容モデル事業の実施を検討する。 

(５) 県は、標準治療のほか、多剤耐性結核や管理が複雑な結核の治療を担う中核的

な病院の確保や、地域ごとに合併症治療を主に担う基幹病院の実情に応じた確保

すること並びにそれらの中核的な病院及び基幹病院並びに結核病床を有する医療

機関、一般医療機関等が連携し、結核患者が身近な地域において個別の病態に応

じた治療を受けられる地域医療連携体制の整備を検討していく。 

(６) 医療機関は、ユニット化した結核病棟、結核患者収容モデル事業におけるモデ

ル病室等で治療を行う際は、国の定める施設基準・診療機能の基準等に基づき、

適切に医療を提供するよう努める。 

(７) 県は、多剤耐性結核の発生を防ぐために、結核に係る適切な医療について医療

機関へ周知し、その普及を図る。 

(８) 結核病床を有する医療機関及び結核指定医療機関は、多剤耐性結核による治療

困難例を発症させないためにも、「結核医療の基準」に基づく標準治療を基本とし
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た適切な医療の提供を行う。 

（９）結核指定医療機関は、潜在性結核感染症の治療を行う際、その適応について十

分検討し、治療による利益・不利益すなわち結核の発病予防率、薬剤の副作用等

を説明の上、同意を得て確実な治療を行う。 

(10) 結核病床を有する医療機関が、法に基づき入院している結核患者に医療を提供

する際には、結核のまん延の防止のための院内感染予防措置を徹底した上で、患

者の人権や心理的負担にも配慮しながら、中長期にわたる療養のために必要な環

境の整備に努める。 

(11) 入院措置等の不要な結核患者に対しては、結核患者以外の患者と同様の療養環

境において医療を提供し、患者に対し確実な服薬を含めた療養方法及び他の患者

等への感染防止の重要性について十分に説明し、理解及び同意を得て治療を行う

よう努める。 

(12) 医師をはじめとした医療関係者は、患者等への十分な説明と同意に基づいた適

切な医療を提供する。 

 

２ 結核の治療を行う際の服薬確認 

(１) 県は、結核医療の供給基盤等を有効に活用しながら、確実な治療のため、潜在

性結核感染症の者も含め結核患者を中心として、その生活環境に合わせて、ＤＯ

ＴＳ、治療成績の評価等を含む包括的な結核対策を構築し、人権を尊重しながら

これを推進する。 

(２) 県は、服薬確認を軸とした患者中心の支援を推進していくに当たって、服薬支

援ノートの活用、ＤＯＴＳカンファレンスやコホート検討会の充実、地域連携パ

スの導入など、保健所、医療機関、社会福祉施設、薬局等の関係機関との連携及

び保健師、看護師、薬剤師等の複数職種の連携により積極的な活動が実施される

よう、適切に評価及び技術的助言を行い、地域連携体制の強化を図る。 

(３) 保健所を拠点とし、地域の実情に応じて、地域の医療機関、薬局等との連携の

下に服薬確認を軸とした患者中心の支援（地域ＤＯＴＳ）を実施するため、保健

所は積極的に調整を行い、必要に応じて地域の関係機関へ積極的に地域ＤＯＴＳ

の実施を依頼するとともに、保健所自らもＤＯＴＳの場の提供を行い、地域の結

核対策の拠点としての役割を果たすこととする。 

(４) 医療機関は、保健所と連絡、調整を図りながら、結核患者が入院中からＤＯＴ

Ｓの十分な実施に努める。また、保健所は、慢性的に排菌し、長期間にわたって

入院を余儀なくされる結核患者に対しても、退院を見据えて、入院中から継続的

に関与するよう努める。医療機関に入院しない結核患者に対しても、治療初期の

患者支援を一体的に推進するよう努める。 

(５) 医師等及び保健所長は、ＤＯＴＳを行うに当たっては、結核患者に対し服薬確

認についての説明を行い、患者の十分な同意を得た上で、人権を尊重しながら、

患者中心の支援を推進する。 
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３ 有症状受診等 

(１) 結核患者が、最初に診察を受ける医療機関は、多くの場合一般の医療機関であ

るため、一般の医療機関においても、国及び都道府県等から公表された結核に関

する情報について積極的に把握するよう努める。併せて、有症状者が受診した際

に結核を疑うに足りる症状を有する場合は、速やかに結核を鑑別診断するととも

に、結核の診断の遅れの防止に努め、同時に医療機関内において結核のまん延の

防止のために必要な措置を講ずるよう努める。 

(２) 県は、診断の遅れを防止するため、患者発生サーベイランスのデータを分析し、

医療機関等へ情報提供する。 

(３) 医療機関においては、結核の合併率が高い疾患※を有する患者等の管理に際し、

必要に応じて結核感染の有無を調べ、結核に感染している場合には、積極的な潜

在性結核感染症の治療の実施に努めることとし、結核を発症している場合には、

結核に関する院内感染防止対策を講ずるよう努める。 

※ 結核の合併率が高い疾患：後天性免疫不全症候群、じん肺及び管理不良の糖尿病、人工透析を必要とす

る疾患、胃切除、頭けい部がん、ＴＮＦα阻害剤等の生物学的製剤、副腎皮質ホルモン、抗がん剤、免疫

抑制剤等の薬剤を使用する疾患等 

 

４ その他の医療提供体制 

(１) 医療機関及び民間の検査機関においては、結核患者の診断のための結核菌検査

の精度を適正に保つため、外部機関によって行われる系統的な結核菌検査の精度

管理を定期的に受け、結核患者の診断のための結核菌検査、ＩＧＲＡ等の検査の

精度を適正に保つよう努めるとともに、精度管理を行うに当たっては、結核研究

所、県環境保健研究センター、医療機関及び民間の検査機関などの関係機関が相

互に協力・連携する。 

(２) 県は、結核菌迅速遺伝子検査が実施可能な体制及び結核診療等に関して、医療

機関、社会福祉施設等からの専門的な相談に対応できる相談体制の整備を検討し

ていく。 

（３) 県は、一般の医療機関における結核患者への適切な医療の提供が確保されるよ  

う、地域医療連携体制を構築し、医療関係団体と緊密な連携を図る。また、その

際には、保健所が中心となり、医師会等の協力を得るよう努めるとともに、介護・

福祉分野等関係機関との連携を図る。 

（４）結核の治療完遂後に保健所長が行う病状把握については、治療中の服薬状況等

から判断した発症のリスクを踏まえて、適切に実施する。 

(５) 医療機関は、障がい等により行動制限のある高齢者等の治療について、患者の

日常生活に鑑み、接触範囲等が非常に限られる場合において、入院治療以外の医

療の提供についても適宜検討する。 

(６) 感染症診査協議会は、常に最新の医学的知見と人権保護の考え方に基づいて診

査するとともに、結核指定医療機関に対して「結核医療の基準」に基づく標準治

療の普及・徹底等に関する必要な助言等を適切に行うほか、最新の結核医療情報

を提供するよう努める。
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第６ 調査研究の推進及び人材の養成に関する取組 

 

１ 調査研究の推進 

(１) 調査研究の推進に当たっては、県、保健所、県環境保健研究センター等の関係

部局が連携を図りながら、結核発生動向調査等を活用した疫学的調査及び研究を

行い、地域の結核対策の質の向上に努める。 

(２) 保健所は、地域における結核対策の中核的機関として結核予防対策や適切な医

療の普及及び地域におけるＤＯＴＳ戦略推進に関して必要な疫学的調査や研究

を進め、地域の結核対策の質の向上に努めるとともに、地域における総合的な結

核の情報の発信拠点として、その役割を果たしていくよう努める。 

 

２ 人材の養成   

(１) 県は、国等が開催する研修会に保健所等の職員を積極的に派遣するとともに、

結核対策に関わる関係機関や職員等を対象とした結核に関する研修会等を開催し、

関係職員の資質の向上を図る。 

(２) 結核病床を有する医療機関及び結核指定医療機関は、研修会への派遣等を通じ

て担当医師や関係職員の資質の向上を図る。 
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第７ 計画の進捗管理及び検証 

 

本計画に掲げる取組の着実な実施にあたっては、毎年度、進捗状況の点検及び評価を

行い、その結果を岩手県感染症連携協議会に報告し、意見を求めることとする。 

なお、2035年（令和 17年）の目標り患率 2.0以下を達成するための指標を、別表の

とおり設定することとする。 

また、予防指針の改正があった場合には、内容精査し、計画を見直すこととする。 
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（別表） 

目標及び指標 

 

項 目 
現状値 

（年又は年度） 

目標値 

2035 年(令和 17年) 

目標 り患率（人口 10万人対） 
3.6 

（令和５年） 
2.0 以下 

指標 

ＢＣＧ接種率 
94.6％ 

（令和４年度） 
95％以上 

新登録肺結核中培養検査結果把握割合 
99.0％ 

（令和４年） 
100％ 

新登録全結核 80 歳未満のＰＺＡを含

む標準治療の実施割合 

86.6％ 

（平成 30年～ 

令和４年平均） 

90％以上 

全結核患者に対するＤＯＴＳ実施率 
70.5％ 

（令和３年度） 
95%以上 

肺結核患者の治療失敗・脱落率 
０％ 

（令和３年） 
５％以下 

 


